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栃木県・SDGs に関する企業の意識調査（2025年） 
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『SDGs に積極的』な栃木県内企業の割合は前年比 1.9 ポイント増加の 58.2％となり、改善傾向が

確認できた。内訳は、「意味および重要性を理解し、取り組んでいる」が 43.3％と過去最高。しかし、

「消極的企業」（取り組んでいない、理解できない、言葉も知らないなど）は 41.8％と減少が見られず、

国が進める施策の進捗に懸念が生じている点は否めない。ＳＤＧｓの項目に取り組む県内企業の

70.1％がその効果を実感、「企業イメージの向上」「従業員のモチベーションの向上」が上位に並んだ。 

 

 

※株式会社帝国データバンクは、栃木県内企業 399 社を対象に、SDGs(Sus ta inable Development  Goals:持続可能な開発目

標）に関する企業の見解についてアンケート調査を実施した。なお、SDGs に関する調査は 2020 年以降、毎年実施し、今回で 6

回目  

調査期間：2025 年 6 月 17 日～6 月 30 日（インターネット調査）  

調査対象：栃木県内企業 399 社、有効回答企業数は 134 社（回答率 33.6％） 

  

SUMMARY 

2025/08/18  

「実践企業」は 43.3％と過去最高も、格差拡大 

「業績不振」や「ハードルの高さ」が足かせに 

 

『SDGsに積極的』な 
県内企業 58.2％ 
「消極的企業」は減少せず、 
進捗懸念 

2025/08/18  

古川 哲也（踏査担当） 

帝国データバンク 

宇都宮支店 

TEL: 028-636-0222（代表） 
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栃木県・SDGs に関する企業の意識調査（2025年） 

「SDGsに取り組んでいる」企業の割合は過去最高の 43.3％も、 

「取り組みたいと思っている」企業は低下、積極性鈍る 

 

自社における SDGs への理解や取り組みについて尋ねたところ、「意味および重要性を理解し、取り組

んでいる」企業は前年比 6.9 ポイント増の 43.3％となり、2020 年の調査開始以降で最高を更新した。

「意味もしくは重要性を理解し、取り組みたいと思っている」は同 5.0ポイント減の 14.9％だった。合計す

ると『SDGs に積極的』な企業は 1.9 ポイント増の 58.2％と、改善傾向が見られた。 

「言葉は知っていて意味もしくは重要性を理解できるが、取り組んでいない」は 33.6％、「言葉は知っ

ているが、意味もしくは重要性を理解できない」は 3.0％、「分からない」5.2％と、『SDGs に対し消極

的』な県内企業は 41.8％とあまり減少しておらず、国が進める施策としては進捗を懸念する見方もある。 

 SDGs への理解と取り組み   

「取り組んでいる」と回答した県内企業は前年比で 6.9ポイントも増加している一方で、「取り組みたいと

思っている」は 5.0 ポイントも減少。これに対し、『SDGs に対し消極的』な県内企業の中で、「理解できる

が取り組んでいない」と回答した企業の割合はほとんど変わっていない。要は、SDGs に積極的な企業と

消極的な企業の隔たりが大きく、施策が進んでいない要因となっていると分析する。  

それを裏付けるような意見が企業から寄せられている。「取り組みを行うことは決して不毛ではないとは

思うが、実際には、ＳＤＧｓ認証マーク取得のための取り組みという側面が強すぎ、“形式的な作業”というイ

メージが拭えない。国も一生懸命取り組んでいるのなら、実のある取り組みを推進して頂きたいと思う」（サ

ービス）、「地元金融機関とタイアップして、ＳＤＧｓに取り組むポスターなどを作成しましたが、第三者が興

味を持って問い合わせてきたなどの事実はなく、意外に無関心という印象が強いです」（不動産）、「そもそ

も、ＳＤＧｓが世界の共通課題なのか・・・という疑問は正直否めない。特に先進国の思惑は大多数の発展

途上の国々とは相容れない部分も多く、本当に成果が生まれるのか？と感じているのは当社だけではない

と思う」（サービス）、「本気度が全く伝わってこない。今回の参議院選挙でもそうだが、政治家がＳＤＧｓに

ついて語った記憶は全くない。国は当事者だからかなり焦っているとは思うが、地方自治体になると、対応

はおざなりだ。果たしてどうなることやら・・・」（製造）、「逆にＳＤＧｓポリス的な言動はいかがなものかと思

■SDGsへの理解と取り組み

43.3％

36.4％

36.8％

37.2％

17.2％

7.1％

14.9％

19.9％

27.1％

21.2％

27.6％

14.9％

33.6％

33.8％

25.6％

31.4％

38.6％

36.2％

3.0％

7.3％

10.5％

7.3％

8.3％

12.8％

0.0％

0.0％

0.0％

0.0％

2.1％

17.0％

5.2％

2.6％

0.0％

2.9％

6.2％

12.1％

意味および

重要性を理解し、

取り組んでいる

意味もしくは

重要性を理解し、

取り組みたい

と思っている

言葉は知っていて

意味もしくは

重要性を

理解できるが、

取り組んでいない

言葉は知っているが、

意味もしくは重要性を

理解できない

言葉も知らない 分からない SDGsに積極的

22.0％

44.8％

58.4％

63.9％

SDGsに積極的

2020年

2021年

2022年

2023年

注1：母数は有効回答企業134社。2024年調査は151社。2023年調査は133社。2022年調査は137社。2021年調査は145社。2020年調査は141社

注2：下線の値は青枠が指す『SDGsに積極的』の割合

56.3％2024年

注3：小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100とはならない

58.2％2025年
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っている。鬼の首を取ったように、○○は全くやっていない・・・のようなＳＮＳの言動も目立つ。この分野で

も分断が起こっているのか・・・ため息ばかりだ」（卸売）、「何をやるにしても、資金、人材、時間がかかる。

債務超過で全く余裕のない企業に、ＳＤＧｓはどうなっているのか、聞くだけ野暮というものだ」（サービス）、

「形だけのＳＤＧｓから脱却し、本気で取り組んでいるが、そうなればなるほど課題に直面し悩む。外国人材

の活用や、多様性の尊重などを取ってみても、しっかり見極めて実を取る手段は非常に難しい」（製造）、

「世界の分断や、トランプ政権の政策を見て、ＳＤＧｓの無力さを実感している。結局、力がある国がゴリ押し

で進める政策が正義になっており、抗う術がないのでは・・・」（建設）など、様々な意見が寄せられた。しっ

かり取り組んでいる企業も、疑問を抱えながらの実施であり、ましてＳＤＧｓそのものを疑問視する意見も

決して少なくない。国の啓蒙や今後のタイムスケジュールをはじめ、そもそも論を含めた議論の行方にも注

目していく必要があるのだろう。 

 

規模が小さいほど『SDGs に積極的』な企業の割合低く 

 

企業規模別にみると、「大企業」では SDGs に積極的な県内企業が 73.0％と、全体（58.2％）を大幅に

上回った。「中小企業」では 54.6％、うち「小規模企業」では 44.9％となった。大企業の取り組み状況は高

水準で、規模が小さくなるほど SDGs に積極的な企業の割合が低くなる傾向が続いている。 

 

SDGs に積極的な企業割合～規模・業界別～   

 

SDGs に積極的な企業を主要 6 業界別にみると、『サービス』が 70.5％で最も高く、以下、『製造』

65.9％、『建設』60.7％、『運輸・倉庫』60.0％などが 6 割台で続いた。しかし、『卸売』43.4％、『小売』

46.2％などでは積極的な取り組み企業は少なく、業界間格差も明確に表れている。取り組み方も様々で、

例えば協会や組合など業界団体が自ら積極的な取り組みを行うケースもあり、別の業界では、中核企業

（元請）が中心となってサプライチェーン（下請）全体で取り組みを強化するような取り組みも散見される。一

方で、そういった関係性の薄い業界は取り組みが遅れているのかもしれない。積極的な企業が増えることが

活気にもつながるのであろうが、前項の企業の声にもあったように、それが“やらされ感”となっていないこ

とが重要なのかもしれない。 

 

 

■SDGsに積極的な企業の割合　～規模、業界別～

43.3％

61.5％

38.9％
32.7％

52.9％

41.5％
50.0％

60.0％

46.2％

30.4％

14.9％

11.5％

15.7％

12.2％

17.6％

24.4％ 10.7％
0.0％

0.0％

13.0％

58.2％

73.0％

54.6％

44.9％

70.5％
65.9％

60.7％ 60.0％

46.2％

43.4％

全体 大企業 中小

企業

うち サービス 製造 建設 運輸・

倉庫

小売 卸売

意味もしくは

重要性を理解し、

取り組みたい

と思っている

意味および

重要性を理解し、

取り組んでいる

SDGsに積極的

規模別 業界別

小規模企業

52.9％

41.5％
50.0％

60.0％

46.2％

30.4％ 28.6％

17.6％

24.4％ 10.7％ 0.0％

0.0％
13.0％ 14.3％

70.5％ 65.9％

60.7％ 60.0％

46.2％
43.4％ 42.9％

その他
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現在力を入れている項目は「働きがいも経済成長も」がトップ 

 

SDGs17 の目標の中で、現在力を入れている項目を尋ねたところ、働き方改革や労働者の能力向上な

どを含む「働きがいも経済成長も」が 47.0％で最も高かった(複数回答、以下同)。次いで、カーボンニュー

トラル製品の使用などを含む「気候変動に具体的な対策を」（34.3％）、再生可能エネルギーの利用などを

含む「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」(31.3％)、リサイクル活動などを含む「つくる責任つかう責

任」(27.6％)が続いた。 

総じて、いずれかの SDGs 目標に力を入れている企業は前年（76.8％）から 3.1 ポイント増の 79.9％

となった。杓子定規に体系づけて取り組んでいるわけではないことから、前項で SDGs に「取り組んでいな

い」と回答した企業でも、結果的には何らかの形で SDGsに取り組んでいるケースが多々あるのだろうと思

われる。一つだけ書き留めておきたいことがある。「働きがいも経済成長も」という項目の解釈だが、多くの

場合これを「自社の業績の向上」に結びつけて考えるケースが多い。しかし、この目標の真意は、前段の“働

きがい”に重点があって、社会貢献という使命を含めて働く人々が働きがいを感じている社会をイメージし

ており、経済成長は社会全体の向上を意味していることを改めて確認しておきたい。  

 SDGs17 目標のうち、現在力を入れている項目（複数回答）  

 

今後最も取り組みたい項目、「パートナーシップで目標を達成し

よう」がトップ 

 

今後、最も取り組みたい項目について尋ねたところ、「パートナーシップで目標を達成しよう」が 9.7％で

トップであった。次いで、「働きがいも経済成長も」(9.0％)や「つくる責任つかう責任」（8.2％）、「エネルギ

ーをみんなにそしてクリーンに」（7.5％）などが上位に並んだ。 

■SDGs17目標のうち、現在力を入れている項目（複数回答）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

47.0％

34.3％

31.3％

27.6％

26.9％

26.1％

20.1％

20.1％

19.4％

17.2％

14.9％

14.2％

9.7％

6.7％

6.7％

6.7％

5.2％

働きがいも経済成長も

気候変動に具体的な対策を

エネルギーをみんなにそしてクリーンに

つくる責任つかう責任

パートナーシップで目標を達成しよう

住み続けられるまちづくりを

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

産業と技術革新の基盤をつくろう

平和と公正をすべての人に

人や国の不平等をなくそう

安全な水とトイレを世界中に

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

陸の豊かさも守ろう

海の豊かさを守ろう

［目標8］

［目標13］

［目標7］

［目標12］

［目標17］

［目標11］

［目標3］

［目標4］

［目標5］

［目標9］

［目標16］

［目標10］

［目標1］

［目標2］

［目標15］

［目標14］

［目標6］

注：母数は本調査の全有効回答企業134社

いずれかのSDGs目標に

力を入れている

79.9％



  5 

 

栃木県・SDGs に関する企業の意識調査（2025年） 

 SDGs17 目標のうち、今後最も取り組みたい項目  

 

県内企業の 70.1％が SDGsの効果を実感、「企業イメージの向

上」「従業員のモチベーションの向上」などが具体的効果 

 

現在 SDGs 各目標に力を入れている県内企業に取り組みによる効果を尋ねたところ、『効果を実感』して

いる企業の割合は 70.1％となった。前年比では若干下がったものの、引き続き取り組むだけの効果は実感

できるという意見が 7 割に上ることが分かった。 

具体的な効果としては、「企業イメージの向上」が 54.2％でトップとなった(複数回答、以下同)。次いで、

「従業員のモチベーションの向上」（32.7％）、「経営方針等の明確化」（19.6％）、「採用活動におけるプラ

スの効果」および「競合他社との差別化」（各 15.0％）などが続いた。 

他にも、「売り上げの増加」（14.0％）、「取引の拡大（新規開拓含む）」（13.1％）なども 1 割以上の支持

があり、SDGs への取り組みが社会課題の解決に貢献するだけでなく、ビジネスチャンスの獲得や業績の

向上にもつながる可能性があることを実感しているようだ。 

SDGs への取り組みによる効果  

 

■SDGsの17目標のうち、今後最も取り組みたい目標

パートナーシップで目標

を達成しよう 9.7％

働きがいも経済成長も

9.0％

つくる責任つかう責任

8.2％

エネルギーをみんなに

そしてクリーンに 7.5％

産業と技術革新の基盤をつくろう

6.7％

分からない

20.9％

気候変動に具体的な

すべての人に健康と福祉を 3.7％

平和と公正をすべての人に 3.7％

貧困をなくそう 3.0％

ジェンダー平等を実現しよう 3.0％

人や国の不平等をなくそう 3.0％

陸の豊かさも守ろう 3.0％

飢餓をゼロに 1.5％

質の高い教育をみんなに 1.5％

安全な水とトイレを世界中に 1.5％

海の豊かさを守ろう 1.5％

＜ その他の項目 ＞

住み続けられるまちづくりを 6.7％

注：母数は本調査の全有効回答企業134社

＜グラフの色について＞

当グラフも目標ごとの色設定が必要となります。

のコードを入れています）

変更方法：

①円グラフの各目標（変更したいところ

↓
②右クリックして、「塗りつぶし」を選択
↓

③「塗りつぶしの色（
↓

④「Ｈｅｘ（Ｈ）：」に色のコードをコピペ

例：

「働きがいも経済成長も」であれば、

「貧困をなくそう」であれば、

（今年も全項目で同じ色にしたものも右側に用意しました、お好みに合わせてお使いくださいませ）

■SDGsへの取り組みによる効果

54.2％

32.7％

19.6％

15.0％

15.0％

14.0％

13.1％

8.4％

7.5％

4.7％

2.8％

2.8％

0.0％

0.9％

従業員のモチベーションの向上

経営方針等の明確化

採用活動におけるプラスの効果

競合他社との差別化

売り上げの増加

取引の拡大（新規開拓含む）

補助金や助成金の採択増加

金融機関からの融資の際の優遇や債券の発行支援

新規事業立ち上げ、新商品・サービス開発

表彰等のノミネート

国や行政の入札や企画提案時などの優遇

その他

投資家や個人からの資金調達（SDGs・ESG投資）

まだ効果は

みられない

17.8％

分からない

7.5％

不回答 4.7％

効果を実感

70.1％

（前年 ）71.6％

企業イメージの向上

（複数回答）

注1：母数は「現在、力を入れている項目」のうち、17の目標（項目）のいずれかを選択した企業107社

注2：小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計は必ずしも100とはならない
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前項で紹介した県内企業からの声は、消極的な声やうがった見方をする声が多かったのだが、ここでは

前向きに捉えている声も少し紹介してみる。「ＳＤＧｓは、会社のために真剣に取り組むことで、その課程にお

いて従業員のスキルや考え方が向上していく姿を見ることができる。業績にすぐに跳ね返らなくても、やって

良かったと心から思える」（サービス）、「弊社は社会貢献を事業の基本と考えている会社であり、これを持

続可能にしていくという課題に取り組んでいるので、日々の活動そのものがＳＤＧｓの取り組みになっている」

（運輸・倉庫）といった声が聞かれた。 

確かに、ＳＤＧｓの取り組みが即業績につながるかと言えば、そうとも限らない。しかし、この項目にご回答

頂いた 134 社のうち 7 割の企業が何らかの効果を感じ取っており、取り組むことで、企業イメージや従業

員のモチベーションの変化を感じ取っているのも事実なのである。まずは取り組みの状態を整理してみるこ

とから始めても、無駄はないような気がする。 

 

まとめ 

 

本調査の結果、『SDGs に積極的』な県内企業の割合は 58.2％となり、改善傾向にあることが確認で

きた。しかし内訳を見ると、SDGs の意味等を理解し、取り組んでいる企業は 43.3％と過去最高値を示

し、順調に取り組みが広がっているようにも見えるが、実は、SDGs を「理解できるが取り組んでいない」企

業は 33.6％と全く減ってはいない。つまり、『SDGs に積極的』な企業と『消極的な企業』の分断が広がっ

ているという感覚が非常に強い。大企業と小規模企業の格差も 28.1 ポイントと非常に大きく、業界間格差

も最も高い『サービス』と最も低い『卸売』の格差は 27.1 ポイントと雲泥の差である。国の啓蒙や具体的な

取り組みについてのスキルの共有など、多くの課題があることは一目瞭然であろう。  

しかし他方、SDGs の項目に取り組む県内企業のうち、70.1％が取り組みの効果を実感していることが

分かった。具体的には、「企業イメージの向上」や「従業員のモチベーションの向上」など多くの企業価値の

向上に関する効果が上位に並び、SDGs を通じた社会課題の解決と企業の発展が両立可能であることが

示唆されている。  

世界的に俯瞰すれば、アメリカをはじめ SDGs や環境問題などに積極的でない国々も少なくない。加え

て、世界的な物価高騰や地政学的リスクなど、課題を考えれば、SDGsを優先順位の上位に置いた運営は

ナンセンスなのかもしれない。ただし一方では、環境や人権、多様性に対する人々の意識は高まり続けてお

り、だからこそ、SDGs への取り組みが世界課題の解決に有効である面も否定できないであろう。まだま

だ課題の多いＳＤＧｓだが、メリットを共有できれば連帯も生まれてくるとも言え、今後の取り組みについて

も注視していきたいところだ。  
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